
所有 リース 所有 リース

2,424,682 6,318 477,531 122,699 7,589 280 3,039,099

79.8% 0.2% 15.7% 4.0% 0.2% 0.0%
リース台数は、国内リース台数より按分。レンタル台数は神奈川レンタカー協会データ。個人と事業者の台数比率は、H19EV推進方策策定調
査結果より。カーシェアリング台数は、神奈川県・東京都等に事業展開する会社の保有台数。
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枝廣ゼミ「持続可能ビジネスモデル」 １期生 穂積克宏 

 

１ モデル事業の背景 

 

 マイカーをお持ちの皆さん、自分の自動車の使用頻度って、考えたことはありますか。 

例えば、私の場合、平日は買い物や子供の送迎で1時間、土日はドライブなどで合計3時間、1週間

168時間のうち、合計8時間と使用頻度は、わずか5％です。 

神奈川県には約300万台の乗用車があり、その80％がマイカーですが、多くは低い使用頻度にもか

かわらず、購入に数百万円、維持するために駐車場代、保険、税金をかけてまで、所有されています。 

 

そんな中、2008年5月に開催された枝廣先生の「持続可能ビジネスモデル」のゼミに参加して、自

動車を所有するという考え方は、今までのメンタルモデルであり、私たちが必要としているのは、自

動車ではなく、移動という機能であることを教わりました。 

自動車の使用形態は、所有以外には、リースやレンタル、カーシェアリングという形態があり、役

所や企業等では、最近リースも増えてきているようですが、神奈川県内のデータでは、所有以外の形

態は、5％以下に過ぎません。 

ゼミの１期生として、こうした従来のメンタルモデルである自動車の所有という形態から、一刻も

早く脱却し、「移動という機能が必要」という次のメンタルモデルに変革するため、神奈川県が力を

入れている電気自動車の普及推進に絡めながら、新しいビジネスモデルのきっかけを作り、リースや

レンタル、カーシェアリングという形態への移行していきたいと考えました。 

 

【参考】神奈川県内の乗用車の利用形態 （乗用車合計はH19.3末時点の登録台数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＥＶシェアリングモデル事業の概要 

 

役所で使用する自動車は、平日のみに使用し、休日はほとんど利用されません。このため、県で使

用する自動車を、休日に他者が利用できれば、その導入費用等をシェアする（曜日ごとのカーシェア

リング）ことが可能となります。 

また、今年の夏頃に三菱自動車等から市販が予定されている電気自動車は、国や自治体等の補助が

想定されますが、当初は価格が高く、その環境性能や自動車性能などの良さ最も知って欲しいターゲ

ットであるマイカー所有者が、気軽に購入し、体験することは難しいと思われます。 

このため、神奈川県では、リース会社やレンタカー会社と共同して、県で導入する電気自動車を、

平日は県で使用し、休日は、県民等がレンタカーとして利用できる、新たなカーシェアリングのビジ

ネスモデル事業を、2009年度より実施します。 

 



【参考】ＥＶシェアリングモデル事業のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ モデル事業の短期的な効果 
 

（１）県民への電気自動車の体験機会の創出 

電気自動車等のように導入費用が高い自動車は、そのレンタカー利用料金も高くなりますが、

本モデルにより平日利用が担保されるため、休日のレンタル費用は、通常の自動車と同等か、

それ以下にすることが可能となります。 

このため、多くの県民に電気自動車の体験の機会が創出されます。 

 

（２）導入費用の軽減 

役所や企業等、平日利用が主な事業者は、休日に他者が電気自動車を利用すれば、リース費

用や保険料等をシェアすることが可能となり、導入費用が軽減できます。 

 

（３）レンタカー会社の電気自動車の導入促進 

レンタカー会社は、導入したレンタカーの使用頻度を高め、導入費用を回収し利益を出すビ

ジネスであるため、高価なハイブリッド車や電気自動車の導入は進んでいません。 

しかし、本モデルにより平日利用が担保されるため、電気自動車等の高価な自動車の導入が

促進されます。 

 

４ モデル事業の中期的な効果 
 

（１）カーシェアリング等の新たなメンタルモデルの普及 

現在、カーシェアリングという言葉は、ほとんどの人に知られておらず、国内では普及が進

んでいません。 

モデル事業を通じて、多くの人が電気自動車を体験することで、休日だけでなく、本来の細

かい時間毎のカーシェアリングやレンタルという新しいメンタルモデルを普及することができ

ると考えています。 

レンタカー会社

県　民

リース会社

神奈川県　等

従来のビジネスモデル

①県は、リース会社から、
　　リース契約により車両を使用
②県民は、レンタカー会社
　　よりレンタルして車両を使用

①

②

レンタカー会社

県　民

リース会社

神奈川県　等

県民体験型ＥＶシェアリング事業

①県は、レンタカー会社から、
　　リース料金相当で
　　平日に車両を使用
②県民は、レンタカー会社
　　よりレンタルして
　　土日に車両を使用

②①

月 火 水 木 金 土 日

ＥＶシェアリング事業 



調査対象数 調査年度

実施前 実施後 削減率 公共交通 自転車・徒歩

 日本 9,365 2,004 79% 46% 12% 13% 52人　 2005

 スイス 9,300 2,600 72% 21% 35% 70% 511人　 1998

 アメリカ 13,549 9,169 32% 29% － － 412人　 2003

2006.3「カーシェアリングによる環境負荷低減効果及び普及方策検討報告書」（交通エコロジー・モビリティー財団）より

走行距離（km/年・人） 保有台数
の削減率

モーダルシフトの増加率

会員数 車両数 拠点数

 日本 12,778万人 4,957万世帯 7,583万台 1,550人 280台 190ヶ所

 スイス 720万人 284万世帯 419万台 7.7万人 2,000台 1,050ヶ所
日本の人口は2007年データ、世帯数は2005年データ、自動車台数は2007年データ。スイスの人口は2000年データ、世帯数
は1990年データ、自動車台数は2005年データ。日本、スイスのカーシェアリング会員数等は、2008.3末現在の数値。

カーシェアリング
総人口 自動車台数世帯数

５ モデル事業の長期的な効果 
 

（１）モーダルシフト等の環境改善 

カーシェアリングは、利用する毎に利用料金が発生するため、自動車自体の利用（走行距

離）が減少します。また、これに伴い、公共交通機関の利用や、自転車や徒歩などのモーダル

シフトが進み、環境改善に大きく貢献します。 

最もカーシェアリングが進んでいるスイスでは、公共交通の利用が35％増加し、自転車や徒

歩が70％増加したデータがあります。 

 

【参考】各国のカーシェアリングによる環境改善効果 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新たなビジネスの創出 

最もカーシェアリングが進んでいるスイス（人口720万人）では、1987年に数人から始まっ

た会員数は、20年で7.7万人と大規模なビジネスに成長しています。 

スイスのカーシェアリング大手会社の売上は約40億円、営業利益は1.3億円であり、神奈川

県の人口がスイスとほぼ同じくらいであることを考えると、県内にも大規模なビジネスが創出

できます。 

 

【参考】日本とスイスのカーシェアリングの普及状況 

 

 

 

 

 

 

 



ＣＯ２排出量
走行距離当たりの
エネルギー消費量

走行距離
ＣＯ２排出

原単位

①　ＥＶ等の低公害車の

　　導入促進

②　エコドライブの推進

③　所有から使

　　用への転換

④　モーダル

　　シフト

　　再生可能

　　エネルギーの

　　導入拡大

６ モデル事業を進めるにあたり 

 

本モデル事業は、2008年5月のゼミをきっかけに、自動車からのＣＯ２排出量の削減に向けて、職

場の人たちと議論を重ねてきたものです。 

この結果、現在、環境行政の進めている施策は「走行距離当たりのエネルギー消費量」を削減する

ものがほとんどで、「走行距離」を削減するための施策が進んでいないことを、改めて認識しました。 

 

【参考】自動車のＣＯ２排出量の構成要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県は、日産自動車やいすゞ自動車等の自動車産業が集積しているため、自動車の台数を減ら

すこと自体が、一種のタブーとなっており、道路を整備し、多くの自動車がスムーズに走ることが、

施策のメインでした。 

一方で、神奈川県内では、鉄道網や道路網は、かなりのレベルになっており、それでも自動車の走

行量は、減っていない状況でしたが、事業を企画している間に、原油・原材料価格の高騰や、金融危

機に端を発した経済の悪化が全世界に波及し、自動車を取り巻く環境は激変しました。 

恐らく、これからは、自動車をいかに効率的に使用するかに、皆が知恵を絞っていくようになると

思っています。 

2009年度は、わずか数台で、本モデル事業をスタートしますが、電気自動車を導入する自治体や企

業が、本モデルを利用して、安く電気自動車を導入できるようになり、電気自動車の普及と共に、環

境配慮の車によるカーシェアリングが、本格的に普及すればと願っております。 

 

 

 

枝廣ゼミ「持続可能ビジネスモデル」 １期生 穂積克宏 

神奈川県 環境農政部 大気水質課 交通環境指導班 

交通手段が整っている都市

部では、この部分への新た

な対策が課題であった。 


